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第 1 節 問題意識と研究目的 
1. 児童1問題の深刻化と児童福祉制度の限界 
2014 年に発表された「中国家庭発展報告書」によると，1950 年代以前には１世帯あたり
の家族数が 5.3 人，1980 年代以降，世帯規模の縮小が急遽に加速し，1990 年には平均世帯
人数は 3.96 人，2012 年には 3.02 人にまで減少してきている。世帯数は 4 億 3000 万世帯
と世界全体の約 5分の 1を占め，うち核家族世帯が全体の約 70%にあたる 3億世帯に上る。
さらに，単身世帯や夫婦 2 人世帯が急速に増加し，2010 年には，この 2 つの世帯の合計は

























                                                   






2010 年の「中国女性社会地位調査」によれば，0～6 歳の子どもを持つ 18～29 歳の都市
部女性のうち，以前は仕事していて，現在は仕事を辞めている方の割合は 26.3%である。
また，現在 0～10 歳の児童が 3 歳未満の時，昼間に主に母親が世話をした割合は 46.3%，
現在 11～20 歳の児童が 3 歳未満の時，昼間に主に母親が世話をした割合は 49.3%である。
































































































まで 6 回の調査は 1953 年，1964 年，1982 年，1990 年 ，2000 年と 2010 年である。調
査は全国を 550 万以上の調査区に分け，第 6 回調査は 2010 年 11 月 1 日零時を調査基準時
として行われた。公表した調査データによれば，2010 年 11 月 1 日の時点で 2010 年センサ














⑦法律，⑧社会的に男女区別に対する視点，以上の 8 つの分野を包括している。第 1 回の
調査で被調査対象は 41556 人，そのうち男性が 20770 人で全体の 49.98%，女性が 20786
人で全体の50.02%を占めている。また，都市部が20669人で全体の49.74%，農村部が20887
人で全体の 50.81%を占めている。第 2 回調査で被調査対象は 19449 人，そのうち男性は
8875 人で全体の 45.6%，女性は 10574 人で，全体の 54.4% を占めている。また，都市部





China Health and Nutrition Survey (CHNS)は，Population Center at the University of 
North Carolina at Chapel (CPC)と Chinese Center for Disease Control and Prevention 
(CCDC)の機関である National Institute of Nutrition and Food Safety (INFS)が国際共同
プロジェクトとして行われているオープンコホートであり，中国での社会的・経済的変化
が，栄養や健康状態にどのように影響するかを明らかにすることを目的に 1989 年に開始し
た大規模社会調査である。調査対象は 9 つの省から都心部を含む 15 地域における 0 歳以上
の 4400 世帯の 19000 人である。調査方法は栄養，公衆衛生，経済学，社会学，中国研究，
人口統計学の研究者を含む国際チームによって 3 日間の面接である。2011 年までは質問用
紙を用いて自記式で調査を行われていたが，2015 年からは Computer Assisted Personal 
Interview (CAPI)を用いて実施している。調査項目は，仕事 (就業状況，職業)，所得，家

























































第 1 章 中国における児童問題と児童福祉制度の現状 




           図 1-1 中国の東，中，西部分布図 
 
現在，中国は総人口の約四分の一が 18 歳以下の未成年者を抱えている。0 歳～14 歳の児
童については，中国国家統計局の統計によると，1982 年から児童人口は減少する傾向に転
換された。1982年に 0歳～14歳の児童人口は 33725万人となり，総人口の 33.45%を占め，
1990 年に 31300 万人に減少，総人口の 27.7％となっている。1995 年に 33062 万人，26.7%
に，2000 年に 28979 万人，22.89％まで減っていた。2010 年に実施された中国第 6 回全国
国勢調査結果によると，0～14 歳の年少人口は 2.22 億人で総人口の 16.60%であり，前回








          表 1-1 中国の 0～14 歳年少人口の現状 
人口国勢調査  調査年 0～14 歳年少人口 総人口に占める割合 
第６回 2010 年 22,245 万人 16.60% 
第５回 2000 年 28,979 万人 22.89% 
第４回 1990 年 31,300 万人 27.70% 
第３回 1982 年  33,725 万人 33.45% 













表 1-2 中国・地域により年少人口指数と GDP     


















出所：『中国児童福利政策報告 2011』P2  
年少人口指数（15 歳未満人口/15～64 歳人口×100） 




4.86，1975 年～1980 年平均で 3.32 であったものが，1980 年代以降は急速に低下し，1990










図 1-3 中国における 0~17 歳児童人口の動向 
 
2. 出生性別不均衡 
出生性比（sex ratio at birth）とは，一定期間（通常は１年間）における男児出生数と女
児出生数の比である。通常，女児 100 人に対する男児の数で表している。一般的に女児 100
人に対して男児 105 人前後は人口の諸指標の中で安定な数値であり，大抵 104 から 107 ま
では正常値範囲と見なされている。中国の出生性比について，1982 年の人口センサス結果
によれば，中国の出生性比は 107.6 であり，女児 100 人に対し，男児は 107.6 人である。




さらに，2010 年の第６回人口センサスによると，全国の出生性比は 121.2 に上昇している。













表 1-3 日本における要保護児童の定義 
 









されている。厚生労働省「平成 21 年度（2009 年）社会福祉行政業務報告」によれば，2009
















表 1-4 中国・要保護児童の基本分類と施策状況 








貧困児童 標準多様 貧困家庭 貧困人口 1/3 自然経済 経済的支援 扶貧機関 
誘拐児童 定義明確 離婚家庭など 不明 家庭の崩壊 なし 不明 
留守児童 定義明確 農民家庭 約 5800 万人 人口移動 就学支援 教育部 
浮浪児 大体明確 都市部における
浮浪児童 
15 万人以上 家庭の崩壊 収容施設 民政部 







不明 事故，災害 なし 不明 
エイズ孤児 大体明確 孤児 不明 親のエイズ感染 なし 政府保護 
病気児童 定義不明 難病を持つ児童 不明 遺伝などの 
病気 
なし 衛生部 


















表 1-5 中国・児童総人口と孤児の人数の比較 
 第 5 回（2000 年） 第 6 回  （2010 年） 
児童総数 2.89 億人 2.22 億人 
人口総数 22.8% 16.6% 
孤児の人数 57.4 万人（2005 年） 71.2 万人（2009 年） 







表 1-6 中国・孤児保護の現状 
 2009 年 2010 年 2011 年 
孤児人数 71.2 万人 65.5 万人 50.9 万人 
児童福祉施設数 303 ヶ所  335 ヶ所 397 ヵ所 
入所孤児人数 7.1 万人 10 万人 10.8 万人 
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     出所：中国民政部 2005 年「全国孤児調査」の結果により作成 
図 1-4 中国・孤児の年齢構成 
 
                                       単位：% 
 
出所：中国民政部 2005 年「全国孤児調査」の結果により作成 
図 1-5 中国・孤児問題の発生理由 
 
中国では，2006 年まで孤児問題の緩和・解決に焦点化した政策的関心は薄く，それに伴
い児童福祉施設・里親家庭など対応も未整備な状況である。2006 年 3 月民政部「孤児救助
に関する意見書」の発表に伴い，孤児の基本生活保障や支援などを方針や施策は，多くの
「見解」や「通達」が出ている。これらの文章において，生活環境の改善や資金の増額な




元（2011 年まで 36 億元）捻出し，特に中国東部，中部と西部地区の孤児に，毎月定額の
生活費を補助することを決定した。現在の基準は，児童養護施設に入所している孤児に都






害のある児童又は精神に障害のある児童（発達障害者支援法第 2 条第 2 項）」（第 4 条第 2
項）と定めている。身体障害には，視覚障害，聴覚・平衡感覚障害，音声・言語・そしゃ
く機能障害，肢体不自由，内部障害，ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能障害があり，
障害の程度が最も重い 1 級から 7 級までの等級がある（千葉，2011）。厚生労働省が 5 年ご
とに行う調査では，2011 年 12 月現在，18 歳未満の障害児では，0 歳~9 歳が 39800 人，10
歳～17 歳が 32900 人と推計されている。性別については，男は 50.4%であり，女は 49.1%
となっている。一方，2005 年に厚生労働省が行った「知的障害児（者）基礎調査」では，
知的障害児とは「知的機能の障害が発達期に現れ日常生活に支障が生じているため，何ら
かの特別な援助を必要とする状態にある者」とされている。2011 年 12 月に厚生労働省が
行った「生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）」によれば，
0 歳～9 歳の在宅知的障害児は 59000 人であり，10 歳～17 歳の知的障害児は 92900 人とな
っている。 
一方，中国の「全国第 2 回障害児調査」の結果によると，2006 年 4 月 1 日まで，0～17
歳までの障害児童は総数 504.3 万人であり，障害者総人口の約 6.08%を占めている。また，






図 1-6 中国・障害児の障害種別状況（2006 年） 
  
また，障害児の男女別については，男児 58%と女児 42%と構成され（図 4），1987 年の






          出所：『中国障害児現状分析と対策研究』2008 より作成 















表 1-7 中国・浮浪児と児童保護センターの実態 
 施設数 入所定員 年間保護児童数 
2011 241 0.8 万人 17.9 万人 
2010 145 0.5 万人 14.6 万人 
2009 116 0.4 万人 14.5 万人 





















ることである。中国の 2010 年第 6 回国勢調査資料のサンプルデータから計算すると，中国
の留守番児童数は 6102 万 5500 人であり，農村児童全体の 37.7％を占め，全国の児童全体
の 21.88％を占めている3。2005 年の全国 1％抽出調査で計算したデータと比べて，この 5
年間に全国の農村で留守児童が約 242 万人増えている。彼らは，肉親の愛情や平等な教育
が十分に受けられないなどの様々な課題を抱えている。2013 年 5 月全国婦女連合会が発表
した『全国の農村の留守児童，都市と農村の流動児童の状況に関する研究報告』によれば，
205.7 万人の留守児童は独居状態である。 
2010 年 5 月に中国の全国婦女聯合会の『農村留守児童家庭教育活動調査分析報告』によ
ると，①出稼ぎ期間が 1 年以上の保護者が 60%以上占め，保護者と留守児童とを結ぶ主な
連絡方式は電話であった。連絡を取る頻度は，毎日 1 回が 32.9%，毎週 1 回が 39.9%，毎












                                                   











































第 2 節 中国における児童福祉施策の展開 
1. 児童の権利保障 
 
表 1-8 児童の権利に関す国際的動向 
年別 動向 
1601 年 「救貧法」制定（イギリス） 
1801 年 「使徒の健康と徳性を守るための法律」制定（イギリス） 
1834 年 「新救貧法」制定（イギリス） 
1884 年 民間組織の児童虐待防止協会設立（イギリス） 
1889 年 「児童防止並びに保護法」制定（イギリス） 
1908 年 「児童法」制定（イギリス） 
1909 年 第 1 回ホワイトハウス会議（アメリカ） 
1922 年 「児童保護法」制定（ドイツ） 
国際連盟「世界児童憲章」 
1924 年 国際連盟「児童の権利に関すジュネーヴ宣言」 
1930 年 「児童憲章」制定（アメリカ） 
1946 年 「要養護児童に対する処遇に関するカーチス報告書」（イギリス） 
1948 年 「児童法」成立（イギリス） 
国連総会「世界人権宣言」採択 
1959 年 国連総会「児童の権利に関する宣言」採択 
1960 年 脱施設化運動（アメリカ） 
1978 年 ポーランドが国連人権委員会に「子どもの権利に関する条約草案」を提出 
1979 年 国連総会「児童福祉年」採択 
1989 年 国連総会「子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）」採択 
1990 年 子どものための世界サミット 
1994 年 国連総会「国際家族年」採択 
「子どもの権利条約（児童の権利に関する条約）」を日本が批准 
1996 年 「子どもの商業的性的搾取に反対する世界会議」開催 
2000 年 国連総会「児童の売買，児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関
する条約の選択議定書」採択 
2001 年 第 2 回子どもの商業的性的搾取に反対する世界会議開催 
2002 年 国連子ども特別総会 
2005 年 「児童の売買，児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関する条約
の選択議定書」を日本が批准 




の後，1959 には，児童の権利に関するジュネーヴ宣言と 1948 年に国連によって採択され
た世界人権の流れを踏まえた「児童権利宣言（児童の権利に関する宣言）」が採択された。









ンググループにおいて開始された。その後，約 10 年の検討期間を経て，1989 年に最終草







に「児童を最優先」にする理念を明らかにした。その後，2002 年 12 月に「子どもの売買
及び子どもポルノに関する子どもの権利条約選択議定書」，そして 2008 年 2 月に「武力紛
争における子どもの関与に関する子どもの権利条約選択議定書」を批准した。 
 
表 1-9 中国における児童の生存・発達状況 
 2000 年 2010 年 
嬰児の死亡率 32.2% 13.1% 
５歳以下の児童死亡率 39.7% 16.4% 
妊産婦死亡率 53.0/10 万 30.0/10 万 
就学前教育入園率 35.0% 56.6% 
小学就学率  ― 99.7% 
中学課程就学率  ― 100% 

































































表 1-10 中国・孤児保護に関す主な施策 
実施時間 行政機関 名称 
2010.11.26 民政部，財政部 “孤児の基本生活保障費”に関する通知 
2010.11.16 国務院 孤児保障に関する意見書 
2009.10.20 民政部 全国孤児養育基準施行状況に関する通達 
2006.3.29 民政部・他 15 部 孤児救助に関する意見書 発表 
2004.5.15 民政部 エイズ患者，家族，エイズ孤児の救助の通知 




















養子縁組に関する子の保護及び協力に関する条約」（ハーグ条約）に 2005 年に批准した。 
                 
表 1-11 中国・養子縁組の実態         
 単位：件 
 2011 2010 2009* 1996 
養子縁組数 31424 34529 44260 18896 
国内養子縁組 27579 29618 44260 15002 
国際養子縁組 3845 4911 4459 3894 
出所：中国『民政部社会服務発展統計報告』により作成 







































































































表 1-12 中国における児童福祉施策の歩み 
 実施時間 行政機関         名称 
一般児童施策 
1 2009.9.22 衛生部 「7 歳以下児童発達基準」に関する通知 
2 2002.10.1 国務院 児童動労の禁止規定 




5 1992.4.1 国連大会 「児童権利に関する条約」 批准 
6 1991.9.4 全国人民大会 「中華人民共和国未成年人保護法」 実施 
貧困児童生活保障 
7 2009.3.17 民政部 エイズ児童の保障に関する意見 
8 2007.6.1 民政部 “児童福利証”の使用に関する通知 
9 2006.1.21 国務院 農村最低生活保護者に関する条例 
孤児生活保障 
10 2010.11.26 民政部，財政部 “孤児基本生活費”に関する通知 
11 2010.11.16 国務院 孤児保障に関しる意見書 
12 2009.10.20 民政部 全国孤児制定養育基準施行状況に関する通報 
13 2006.3.29 民政部他 15 部 孤児救助に関する意見書 発表 
（「社会養護のあり方に関する意見書」）  
14 2004.5.15 民政部 エイズ患者，家族，エイズ孤児の救助の通知 
15 1997.1．21 民政部 孤残児（孤児，障害児）福祉事業に関する通知 
               児童代替養育 
養子縁組 
16 2009.7.22 民政部 生活困難な養子父母の問題に関する意見 
17 2008.9.5 民政部 国内公民が養子を引き受けるに関する通知 
18 2005.6.20 全国人大常務会 「国際養子に関する児童保護公約」 批准 
19 2003.9.4 民政部 社会福祉施設における養子縁組に関する規定 
20 2000.12.31 民政部 国際養子縁組の強化に関する通知 
21 2000.3.3 司法部 「中国養子縁組法」の執行に関する意見 
22 1999.5.26 民政部 「外国人の養子縁組登記弁法」 
23 1999.5.25 民政部 「中国公民の養子縁組登記弁法」 
24 1997.9.29 公安部 国内公民の棄嬰養子縁組に関する通知 




27 2003.10.27 民政部 「里親委託暫定規則」 公布 
施設内養護 
28 2010.12.20 民政部 光栄院管理弁法 
29 2009.6.9 民政部 児童福祉施設における児童養育基準の制定に
関する意見書 
30 2008.9.19 民政部 児童福祉施設における食品安全と予防に関す
る緊急通知 
31 2007.1.22 民政部 「児童福祉施設における“青空計画”実施方案」 
32 2006.6.14 民政部 北京市児童福利院のモデル事業に関する通知 
障害児福祉 
33 2010.3.10 国務院弁公庁 障害者社会保障とサービス体系の構築に関す
る意見書 
34 1990.12.28 全国人民大 『中華人民共和国障害者保障法』 公布 
               障害児リハビリ 
35 2008.8.22 民政部 脳性麻痺児リハビリ「“明日計画”」のモデル事
業認定に関する通知 
36 2007.11.30 民政部 「孤児，障害児のリハビリ“明日計画”」に関
する長期運営の通知 
37 2004.7.2 民政部 「孤児，障害児のリハビリ“明日計画”暫定管
理規定」発表 
               特別支援教育 
38 2009.5.7 国務院弁公庁 特別支援教育の発展を強化する意見書 





41 1998.3.2 教育委員会など 留守児童及び流動児童の就学暫定弁法 
                 浮浪児童保護 
42 2009.7.16 民政部他 5 部 都市部における浮浪人員救助管理と浮浪未成
年保護に関する通知 
43 2006.7.24 民政部 浮浪未成年の救助保護施設基本規範 
44 2006.1.18 民政，教育他 19
部署 
浮浪未成年に関する意見書 











































表 1-13 日本における主な児童福祉施策の歩み 
年別 動向 
1868（明治元） 堕胎禁止の布告 
1871（明治 4） 棄児養育米給与法 
1874（明治 7） 恤救規則 
1917（大正 6） 済世顧問制度の制定 
1923（大正 12） 盲学校及聾唖学校令 
1929（昭和 4） 救護法 制定 
1947（昭和 22） 児童福祉法 制定 
1951（昭和 26） 児童憲章 制定 
1964（昭和 39） 母子福祉法 制定 
1970（昭和 45） 心身障害者対策基本法 制定 
1971（昭和 46） 児童手当法 制定 
1994（平成 6） 子ども権利条約（児童の権利に関する条約）を批准 
「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラン）」 
1997（平成 9） 児童福祉法 改正 
①保育制度の見直し②児童自立支援施策の充実③母子家庭施策の見直し 
1999（平成 11） 児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律の制定 
2000（平成 12） 児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）制定 
2001（平成 13） 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（DV 防止法）制定 
改正少年法の施行 
2002（平成 14） 少子化対策プラスワンの策定 
2003（平成 15） 次世代育成支援対策推進法 制定 
少子化対策基本法 制定 
2004（平成 16） DV 防止法，児童虐待防止法及び児童福祉法の改正 
発達障害者支援法の制定 
「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施計画」策定 
2006（平成 18） 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律制定 
2007（平成 19） 児童虐待防止法の改正 
2008（平成 20） 児童福祉法及び次世代育成支援対策推進法の改正 
2009（平成 21） 子ども・若者育成支援推進法 制定 
2010（平成 22） 「子ども・子育てビジョン～子どもの笑顔があふれる社会のために～」策定 













































































                                                   





































































































































































     出所：中国民政部「社会服務発展統計報告」により作成 










































第 2 章 中国における子育てを取り巻く社会環境の変化 





る。一世帯あたりの平均世帯人数が 1950 年の 5.3 人から，2012 年には 3.02 人にまで減少
した。中国の全部の世帯数は 4億 3000万世帯となり，世界全体の約 5分の 1を占めている。
核家族世帯が全体の約 70%にあたる 3 億世帯に達している。さらに，単身世帯や夫婦二人
のみ世帯が急速に増加し，2010 年には合計は約 1 億 6000 万世帯となり，全体の 40%近く
を占めている。一方，1953 年から実施された 6 回の中国人口センサス調査は，中国の家族
規模をとらえる際により客観的，系統的なデータを提供した。すなわち，1953 年は 4.33
人，1964 年は 4.43 人，1982 年は 4.41 人，1990 年は 3.96 人，2000 年は 3.44 人，2010
年は 3.10 人である。家族規模は 1953 年から 1982 年間までほとんど変化はないが，1982
年以後はさらに縮小しつつあることがわかる。 
 
                                       単位：人 
 
出所：中国人口センサス統計資料より作成 
















図 2-2 中国における家族の類型 
 




割合は 1982年の 68.30%から 2000年の 68.18%へとほとんど変化がなく，2000年から 2010
年の 60.89%の下降幅が比較的大きい。その背景には「単身世帯」の増加があり，その割合
は 2000 年の 8.57%から 2010 年の 13.67%へと上昇した。③「直系家族」が占める割合は
比較的安定している。1982 年には家族総数 の 21.74%，2010 年には 22.99%であり，わず

































出所：厚生労働省「平成 25 年国民生活基礎調査」www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/20-21-h25.pdf 





一世帯当たりの平均世帯員数は 1950年に 5.0人であったが，1975年には 3.4人に減少した。
普通世帯のうち単身世帯の割合は 1950 年の 5.4%から，1975 年の 13.7%となっている。近
年では，育児の負担の増大，高学歴化の教育費用の増大，急激な都市化等を背景として子
供の数も減少し，家族の規模は小さくなってきた。平成 26 年国民生活基礎調査によると，
2014 年現在の日本全国の世帯総数 5043.1 万世帯のうち，「夫婦と未婚の子のみ」が 28.8%
である。次いで「単独」（27.1%），「夫婦のみ」（23.3%），「ひとり親と未婚の子のみ」（7.1%），
「三世代」（6.9%）の順になっている。65 歳以上の高齢者世帯は全体の 24.2%を占め，平
均世帯人員は 2.49 人であり，減少傾向が続いている（平成 25 年国民生活基礎調査）。 
 
 
出所：厚生労働省「平成 25 年国民生活基礎調査」www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/20-21-h25.pdf 














えている。改革開放初期の 1978 年には 193 都市であったのに対して，2008 年にはすでに
655 都市に達し，30 年間に 462 都市も増加した。2008 年には 200 万人を超える特大都市
は 41 都市，100 万人から 200 万人までの大都市は 81 都市あり， 30 年間において，それ









動人口発展報告 2016」によると，2015 年の中国流動人口は 2.47 億人に達し，全体の 18%




















図 2-7 中国の離婚件数（2007～2014 年） 
 
中国民政部は 2015 年 6 月に『2014 年社会服務発展統計公報』を発表した。報告による
と，中国の離婚率は 2003 年から 12 年連続で年々上昇している。2014 年に法院（裁判所）





は 2007年から 2014年までの 8年間に 73%も増大している。届け出による離婚件数は 103%
の増大で倍増している。一方の裁判所の処理による離婚件数は，最大 68.5 万組，最低 64.1






図 2-8 中国における離婚率の推計 
 
 
出所：三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング 2015 
図 2-9 日本における離婚件数と離婚率 
 
一方，日本の離婚件数の推移をみると，1961 年には年 6 万 9323 組で戦後最も少なかっ
た。その後は徐々に増加し，1971 年には年 10 万組を上回った（図）。1980 年代半ばに一
旦は減少していたが，1990 年代後半には増加ペースが加速した。その後，2002 年に 28 万 
9836 組でピークになり，再び減少傾向が続いている。2014 年の離婚件数は年 22 万 2000




その後は上昇傾向が続き 2002 年に 2.30‰で最高となった。2014 年の離婚率は 1.77‰で
あり，およそ 300 人に 1 人が離婚していることになる。離婚には様々な種類があるが，厚
生労働省の定義では大きく「協議離婚」と「裁判離婚」5に分けられている。2013 年の離婚
件数 23 万 1383 組である。ち 87.3%にあたる 20 万 1883 組が協議離婚であり，大半が調停
などを行うことなく話合いで離婚がまとまっている。裁判離婚の件数は2000年代半ば以降，
年 3 万件程度で推移しており，離婚件数全体に占める割合は 10 年前（2003 年）の 9.3%
から 2013 年は 12.8%へと高まった。なお，裁判離婚のうち約 8 割が調停離婚である（三






































図 2-10 中国における人口の転換 
 
中国社会科学院人口・労働経済研究所が 2015 年 12 月に「人口と労働緑書－中国人口と
労働問題報告」を発表した。報告によると，中国の生産年齢（15 歳～59 歳）人口は 2011
年の 9.41 億人までに減少し，2023 年には 9 億人以下に，2050 年には 6.51 億人に急減する
と予測している。65 歳以上の人口が全人口に占める割合が 7%から 14%に上昇するのに要
する期間について，世界平均は 40 年前後であるのに対して中国は 23 年程度，14%から 21%
へ上昇する期間は同様に，平均の 50 年前後に対して中国は 12 年～13 年程度である。 
 図 2-10 は中国の 1949 年からの人口動態であり，出生率，死亡率，増加率および総人口
の推移を反映している。1950 年代，60 年代の 20 年間において，「大躍進運動」6の失敗が
招いた人口減少を除くと，人口動態は高出生率・低死亡率・高人口増加率という人口の急
増期である。この時期に，人口総数は 5.5 億人から 8.3 億人へと急増し，年平均増加率は
2.1%であった。その後，1970 年まで出生率は 3.0 を超えた。1970 年代に入ると一転して
出生率は急速に低下し，76 年には 2.0 を下回った。この過程で，1963～1971 年生まれのベ
ビーブーム世代が形成された。2010 年時点の年齢でいえば 39 歳～47 歳の世代である。「一
人っ子政策」が採られ始めた 1979 年以降，人口増加率が急落し，人口の年平均増加率は，




年の 40.7%から 2013 年の 16.4%に低下し，低下率は高齢化率の上昇幅(6.1%)の約 4 倍とな
                                                   








出所：「女性の活躍・推進がもたらすもの―日中米 3 か国調査」2015 





出所：内閣府 平成 27 年度 「少子化の状況及び少子化への対処施策の概況」 






置換水準）である。日本では，合計特殊出生率の減少は 1950 年代から始まり，1971 年か
ら 1974 年までの第 2 次ベビーブームを終えた頃から，少子化現象として確実に見られる
ようになった。「1 . 57 ショック」と騒がれた 1989 年以降，少子化は大きな社会問題となっ
た。合計特殊出生率をみると，第 1 次ベビーブーム期には 4.3 を超えていたが，1950（昭
和 25）年以降急激に低下した。その後，第 2 次ベビーブーム期を含め，ほぼ 2.1 台で推移
していたが，1975 年に 2.0 を下回ってから再び低下傾向となった。1989 年にはそれまで最





  出所：United Nations,World Population prospects:The 2015 （野村資本市場研究所，2016） 
図 2-13 日本と中国少子化の推移 
 
一方，図 2-13 は中国における合計特殊出生率および人口動態の長期推移を表している。
1970 年まで，合計特殊出生率はおよそ 6.0 の高い水準である。その後，計画生育政策が影
響し，合計特殊出生率が低下し続け 1992 年に初めて人口置換水準を下回り，合計特殊出生
率は 2.05 になっている。さらに，1995 年の合計特殊出生率は 1.86 になり，2000 年代に入
ってからは 1.4 となっている。その後，各年人口センサスの全国人口抽出調査に基づいた計
算によると，2000 年，2005 年，2010 年の合計特殊出生率は 1.22，1.34，1.18 であり，2011
年の合計特殊出生率は 1.03 となっている。中国の合計特殊出生率は先進国である英米仏の






    出所：「中国の人口変動と労働市場の構造変化」 









特殊出生率は 1.0 を下回り，2008 年は 0.88 となっている。2010 年に，都市，鎮，郷村の
合計特殊出生率はそれぞれ 0.89，1.16，1.44 となっている。図 8 は，2008 年の合計特殊
出生率の水準を 333 の市・区と 4 つの直轄市7から鳥瞰したものである。この 337 地区のう
ち，出生率が 2.0 を超えたのはわずか 11 地区で，それも新疆ウイグル自治区，チベット自
治区，青海省，雲南省など西部に集中しており，1.5～2.0 が 36 市・区，1.0～1.5 が 180
市区，1.0 未満が 110 市・区であった（大泉，2011）。 
 
                                                   
7中国の都市は、4 直轄市、15 副省級市 7268 地区級市（うち 17 省都）、368 県級市から構成される。1949 
年建国以来、中国では省行政レベルと同格の北京、天津と上海という 3 つの直轄市があったが、1997 年





図 2-15 中国の地域別合計特殊出生率（2008 年） 
 
一方，図 9 は 1982 年と 2010 年の省別の合計特殊出生率の分布図である。1982 年には上

















































2000 年までにおいて，労働力人口が速いペースで増え続けている。20 年間に約 2 億人を増
え，年平均伸び率が 1.30%。しかし，2011 年後の減少傾向は比較的緩やかである。2025




図 2-17 中国における労働力人口の推移（単位：万人） 
 
一方，中国の平均寿命は長寿化しており，平均寿命は 1990 年の 68.6 歳から 2000 年には
71.4 歳に，2010 年には 73.5 歳に延びている。さらに，中国の年金受給年齢以上人口の総
人口に占める割合は，1990 年の 10.6%から 2000 年には 12.0%に，2010 年には 15.2%に達
した（2010 年の国連統計より）。一方，中国の年金受給年齢は男性 60 歳，女性 55 歳であ





















図も含まれている。中国国務院が 1980 年 9 月に『人口の増加抑制の問題に関する公開書簡』






表 2-2 中国・計画生育政策の推移 
年代別 政策動向 
1955 年 「関輿人口問題的指示」 
1962 年 国務院「関与認真提歌計画生育的指示」 
1973 年 国務院直属の計画生育指導小組が成立，「晩・稀・少」がスローガンに 
1980 年 共産党員・青年団員に一人っ子政策への協力を呼びかける 
1982 年 第 12 回党大会で計画生育政策を基本国策に位置づける 
1982 年 憲法を改正し一人っ子政策を柱とする計画出産を義務化 
1984 年 農村部では「一人っ子政策」を弾力的に運用する 
1985 年 全国の 12 省・市で「二人っ子政策」を社会実験し，出生率への影響を
検証する 




2012 年 第 18 回党大会で計画生育政策の基本方針を修正する 
2013 年 国家人口・計画生育政策委員会に対する機構改革を施行 
出所：筆者作成 
 









1982 年 9 月に中国政府は『社会主義現代化建設の新たな局面を切り開こう』という報告
を発表し「中国の経済と社会発展において人口問題は終始重大な問題であり，計画生育の






1991 年 5 月に中国政府は「計画生育事業の厳格化による人口増加抑制に関する決定」を
発表し，より一層厳しい人口抑制を推進することを強調し，「今後 10 年間で人口の自然増
を 12.5%以内に抑制することを目指」とより一層厳しい人口抑制を推進することを強調し
ている。2000 年 3 月に「人口と計画生育事業の安定的な低生育水準に関する決定」を提示
し，「中国は低生育水準段階に入ったが人口問題は今後一定期間において中国経済及び社会
発展の主要な制約要因であり，2010 年末までに全国人口総数を 14 億以内に抑制し，人口
出生率を 15%以内に抑え，現行の計画生育政策を変わることなく継続することを必須要件
とする。」という内容であった。その後，中国政府は 2001 年 12 月に「中華人民共和国計画
生育法」の実施を発表し，「計画生育政策」は基本国策としての法律的整備が整った。 
一方，「第十回五カ年計画」期間において多くの省は「計画生育政策」に適度な調整を加
えている。全国 31 の省・市・自治区において，29 の省は双独政策（夫婦双方が一人っ子の
場合は，二人目の子どもが出産できる），7 つの省の農村では単独政策（夫婦片方が一人っ



















一方，2013 年 11 月からの緩和条件により，1100 万組の夫婦に第二子の生育が認められ
るようになっている。しかし，15.4%にあたる 169 万組（2015 年 8 月末）しか第二子の生
育を申請していない。北京市人口計画出産委員会が 2006 年に一人っ子の若者を対象にして
行った出産願望調査によると，「理想な子ども人数」については，1 人が 51.2%，2 人が 28%，
3 人以上が 5.1%であり，「子供がほしくない」と思っている人は 15.7%である。その後，「中














年の 18.68 歳から，2000 年の 22.96 歳に上昇した。都市部女性の平均初婚年齢の上昇速度
が明らかに農村部女性より速い。農村部女性の平均初婚年齢は 1950 の 18.52 歳から 2000
年の 22.48 歳に上昇し，都市部女性は 19.41 歳から 24.37 歳に上昇している。さらに，19
歳未満で結婚した女子の比率が 1950 年の 64.7%から 1997 年の 5.1%に減少し，23 歳以上
で結婚した女子の比率は 7.2%から 52.4%に上昇している（張，2009）。 
1970 年代から，計画出産政策の全面的な展開に伴い，晩婚・晩産が主な政策として強調
され，多くの地方政府の人口政策では結婚年齢が男子 25 歳，女子 23 歳に定められた。都
市女性の平均初婚年齢が 1970 年の 22.38 歳から 1979 年の 25.40 歳に上昇している。農村
女性の平均初婚年齢は 19.89 歳から 22.64 歳に上昇している。1980 年に改正された「婚姻
法」は法定結婚年齢を男子 22 歳，女子 20 歳に引き上げ，法定結婚年齢が重視されるよう
になった。女性の平均初婚年齢は 1980 年から下がり始め，都市女性の平均初婚年齢は 1980
年の 25.19 歳から，1989 年の 23.61 歳に下がった。農村女性は 22.52 歳から 21.45 歳に下
がった。その後，産業化，都市化による生活様式と社会意識の変化により，1990 年から，
女性の平均初婚年齢は再び上昇傾向に変わり，現在まで上昇状態が続いている。中国上海
市の平均初婚年齢はすでに先進諸国並みの水準（例えば日本 2000 年の平均初婚年齢は女性 
27 歳，男性 28.8 歳）に達している。2007 年の統計によると，女性の平均初婚年齢は 26.43
歳であり，男性の平均初婚年齢 28.64 歳である。 
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一方，晩婚化は必ず晩産化をもたらす。1950 年では，女性の第 1 子出生平均年齢は 1950
年の 20 歳から，1990 年の 23.26 歳に上昇し，1990 年以後，晩産化の傾向がさらに顕著に
なっている。農村女性の平均初産年齢は 1990 年の 22.73 歳から 2000 年の 24.02 歳に上昇
し，都市女性は 24.80 歳から 26.47 歳に上昇している。また，都市部と農村部を含む中国
全国の 15～49 歳の出産経験がある女性は，1982 年から 2010 年までの約 30 年間に出産し
た子どもの数が減少している。2010 年の人口センサスによると，子どもを一人出産した割
合は 62.0%であり，1982 年に比べて 14.8 %増加している。二人を出産した割合は 31.5%
であり，1982 年に比べて 5.9%増加している。三人及びその以上を出産した割合は 6.5%で





出所：厚生労働省「平成 25 年版厚生労働白書－若者の意識を探る」 




る」によると，日本人の平均初婚年齢は，2012 年で，夫が 30.8 歳，妻が 29.2 歳となって
おり，1980 年（夫が 27.8 歳，妻が 25.2 歳）からの約 30 年間に，夫は 3.0 歳，妻は 4.0 歳，
平均初婚年齢が上昇している。また，1950 年と比較すると，夫は 4.9 歳，妻は 6.2 歳，平
均初婚年齢が上昇している。さらに，出生したときの母親の平均年齢をみると，2012 年で
は第 1 子が 30.3 歳，第 2 子が 32.1 歳，第 3 子が 33.3 歳であり，32 年前の 1980 年と比較
すると，それぞれ 3.9 歳，3.4 歳，2.7 歳上昇している。1950 年との比較では，それぞれ 5.9
歳，5.4 歳，3.9 歳上昇 している。諸外国と比較して婚外子の割合が極めて低い日本では，
晩婚化に伴って晩産化も併せて進行している。2013 年では，夫が 30.9 歳（対前年比 0.1 歳
上昇），妻が 29.3 歳（同 0.1 歳上昇）と上昇傾向を続けており，結婚年齢が高くなる晩婚化
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が進行している。1980 年には，夫が 27.8 歳，妻が 25.2 歳であったが，2013 年まで，夫は
3.1 歳，妻は 4.1 歳，平均初婚年齢が上昇していることになる。さらに，出生したときの母
親の平均年齢をみると，2013 年においては，第 1 子が 30.4 歳，第 2 子が 32.3 歳，第 3 子
が 33.4 歳であり，上昇傾向が続いている。 
 
 
出所：厚生労働省「平成 25 年版厚生労働白書－若者の意識を探る」 
図 2-19 日本・年齢別未婚率の変化 
 
一方，未婚化の進行状況について，2010 年の総務省「国勢調査」によると，25～39 歳の
未婚率は男女ともに引き続き上昇している。男性では，25～29 歳で 71.8%，30～34 歳で
47.3%，35 歳～39 歳で 35.6%，女性では，25～29 歳で 60.3%，30～34 歳で 34.5%，35～
39 歳で 23.1%となっている。さらに，生涯未婚率を 30 年前（1980 年）と比較すると，男
性は 2.6%から 20.1%に上がり，女性は 4.5%から 10.6%へ上昇している。年齢別未婚率の
変化をみると，女性の未婚率は 15 歳時点の 100%から年齢が高まるほど減少していき，50
歳で生涯未婚率レベルに収束する。25 歳時点で 1980 年と 2010 年の女性の未婚率を比較す
ると，41.0%から 74.6%へと 33.6%上昇している。また，生涯未婚率（50 歳時点で一度も
結婚したことのない人の割合）も男性 19.3%，女性 9.9%となっており，1980 年と比べて男
性で 16.8%，女性で 5.3%上昇している。1980 年と 2010 年の女性の未婚率の差が最も大き









 第 3 章 女性の労働と子育て環境 
第 1 節 女性の労働環境とライフの変化 
1. 女性の労働力率 








出所：中国 2010 年人口センサス，『男女共同参画白書』2011 年版より作成 
    ＊韓国は 2009 年であり，その他の国は 2008 年のデータである。 
    ＊中国の労働力率＝16 歳及び 16 歳以上の労働人口/16 歳及び 16 歳以上の労働人口×100 












1990 年と比べて 2010 年に 10%減少している。さらに，図 3-2 のように 1990 年から 2010
年まで，15～24 歳の就業率は 43.9%から 23.3%まで減少している。また，50 歳以上の就
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業率も減少の傾向である。一方，25～49 歳の就業率は 1990 年に比べて 2000 年に 15%以
上減少したものの，2010 年は若干増加している。中国の男女間で異なる定年退職年齢制度
や国有企業の改革の中で女性が男性より多くリストラされた影響などにより，都市部女性




出所：中国人口センサス 1990，2000，2010 年のデータより作成 
＊中国の労働力率＝16 歳及び 16 歳以上の労働人口/16 歳及び 16 歳以上の労働人口×100 






出所：中国人口センサス 1990，2000，2010 年のデータより作成 
＊就業率＝就業人口/16 歳以上の人口 
図 3-3 中国・都市部男性の年齢階級別就業率 
 
中国の都市部男性と女性の就業率については，中国人口センサスの結果によれば，1990
年から 2010 年の 20 年間で 15～24歳の年齢段階と 50歳以上の年齢段階で男性の就業率は
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低下している。しかし，女性の 50～54 歳の年齢段階の就業率が 30.1%，55～59 歳の年齢
段階の就業率が 15.4%，60 歳以上の就業率が 10%未満である。男性の場合は，50～54 歳








出所：中国人口センサス 1990，2000，2010 年のデータより作成 
＊就業率＝就業人口/16 歳以上の人口 




         図 3-5 日本・女性の年齢階級別就業率 
 
一方，日本の女性の就業率を年齢階級別にみると，2013 年現在，25 歳～29 歳の就業率
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は 74.9%である。30～34 歳の女性の就業率は 2003 年により 10.9%の上昇となっている。
女性の就業率は，一般に学校卒業後の年代で上昇し，その後，結婚・出産期に一旦低下し，
育児が落ち着いた時期に再び上昇するという，Ｍ字カーブを描く特徴がわかる。2003 年に






出所：中国人口センサス 1990，2000，2010 年のデータより作成 




魚・水利に従事する者の割合は 1982 年の 77.1%から 2010 年の 53.2%まで 23.9%減少して




















出所：中国人口センサス 1990，2000，2010 年のデータより作成 









出所：中国人口センサス 1990，2000，2010 年のデータより作成 





従事者の割合は増加傾向にあり，特に女性において顕著である。2010 年にはこれら 3 つの




出所：内閣府男女共同参画局『平成 23 年版男女共同参画白書』 









表 3-1 性別職業分離における日中比較 
 日本 中国 
職業分離指数 44.1 22.0 
男性的職業の女性比率   
 建設・土木作業 1.9 12.3 
 機械整備・修理 2.4 10.9 
 車・機械運転 2.6 7.0 
 保安・消防職業 5.8 10.0 
女性的職業の女性比率   
 保健・医療サービス職業 93.8 60.6 
接客・給仕職業 68.4 55.8 
商品販売 62.6 53.5 
一般事務 58.9 41.4 
専門的職業の女性比率   
管理的職業 14.4 25.1 
経済・金融・経営専門職業 12.1 65.3 
研究者・技術者 9.0 38.5 
法務従事者 15.3 33.5 




中国の男女の雇用形態をみると，2000 年～2010 年の 10 間に男女とも非正規雇用の割合
が増加している。特に，で女性の非正規雇用が男性より多い。2000 年と 2010 年の「中国
女性社会地位調査」によれば，2000 年に比べて 2010 年に就業者のうち非正規雇用が占め
る割合が男性は 34.0%から 46.6%に，12.6%，女性は 41.0%から 51.6%に 10.6%増加し，
男性の増加幅が女性の増加幅より大きい。就業者のうち男女が占める割合と非正規雇用者
のうち男女が占める割合を比較してみると，2000 年と 2010 年両方とも女性が男性より大





表 3-2 中国・男女別非正規雇用が占める割合（2000，2010 年） 
                                単位：% 
項目 2000 年 2010 年 
在業者非正規雇用の割合 34.0 41.0 46.6 51.6 
非正規雇用男女別割合 52.9 47.1 52.7 47.3 













出所：総務省統計局 労働力調査 2016 
＊割合は内訳の合計に占める割合を示す 
図 3-11 日本・年齢階級別非正規雇用（2015） 
 
一方，日本の現状では，性別非正規雇用をみると，男性は正規の職員・従業員が 2261 万
人であり，非正規の職員・従業が 634 万人となっている。女性は正規の職員・従業員が 1042
万人であり，非正規の職員・従業員が 1345 万人となっている。日本の非正規の職員・従業
員を男女，年齢階級別にみると，男性は 2015 年現在，平均 55 歳～64 歳が 152 万人（23. 9%）
と最も多く，次いで 65 歳以上が 148 万人（23.3%）である。女性は 45～54 歳が 330 万人

























図 3-12 中国・男女別の家事時間 
 
「中国女性社会地位調査」によれば，1990 年から 2010 年までの調査結果からみると，
中国の男女とも労働時間は増加し，家事時間と余暇時間は減少している。1990 年代末に実
施した国有企業の改革などにより，労働時間は 2000 年に一時的減少したが，2010 年に再







図 3-13 中国・男女別の仕事時間 
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一方，日本の有業者の仕事時間の推移を男女別にみると，男女共に 2011 年（平成 23 年）





出所：「平成 23 年社会生活基本調査 生活時間に関する結果」より作成 
図 3-14 日本・男女別仕事時間の推移（一週全体，有業者） 
 
比較可能な年齢区分から家事関連時間の推移を男女別にみると，男性は増加が続き， 





出所：「平成 23 年社会生活基本調査 生活時間に関する結果」より作成 




2. 男女別の家事役割分担  
2010 年の「中国女性社会地位調査」では「男性も積極的に家事を行うべきだ」という項































の性別格差が見られる。1990 年から 2010 年まで，女性の役割が強化された一方，男性の
参加が少なくなったことがわかる。1990 年に女性の 22.4%が主に女性が子どもの勉強の指
導をすると認識したのに対して，2010 年に主に女性が子どもの勉強の指導をすると認識す
る割合は 52.5%に増加した。その一方，1990 年に男性の 27.2%が主に男性が子どもの勉強
の指導をすると認識したのに対して，2010 年に主に男性が子どもの勉強の指導をすると認




表 3-3 中国・「主に誰が子どもの勉強の指導をするか」（1990 年） 
                                単位：% 
区分 都市部 農村部 
男性 女性 男性 女性 
夫婦共同 29.0 26.8 19.7 22.3 
主に夫 27.2 21.5 32.2 27.7 
主に妻 14.9 22.4 8.9 14.7 
他の男性 3.7 3.8 7.8 6.9 
他の女性 1.7 2.5 1.9 2.7 
かつてなし 23.5 22.8 29.5 25.5 
無回答 0.1 0.2 0.0 0.1 





の家事時間の 1.6 倍の 130 分であり，子どもがいる男性の家事時間より 83 分長い。休日に
子どもがいる女性の家事時間は子どもがいない女性の家事時間の約 1.4 倍，子どもがいる男
性の家事時間より 106 分長い。 
 
表 3-4 中国・子どもの有無と男女の家事時間（2010 年） 
                         単位：分 
 子どもがいない 子どもがいる 
平日 男性 48 47 
女性 81 130 
休日 男性 94 107 





出所：「平成 23 年社会生活基本調査 生活時間に関する結果」 
図 3-17 日本における男女年齢階級別育児時間 
 
一方，日本の男性の家事・育児参加の現状については，さまざまな調査結果があるが，
2005 年の NHK 放送文化研究所の「国民生活時間調査」によると，女性の家事参加率が圧
倒的に高いであることがわかる。成人男性の家事の全員平均時間は平日，休日とも過去 10
年間と比べて増加しているが，20～40 代男性で平日家事をする割合は 20～30%であり，平
日全員平均時間は 20～30 分となり，過去 10 年と比べて大きな変化は見られない。また，
家事の内容別にみると，育児に該当する「子どもの世話」項目について，成人男性の平日






































出所：1990 年～2010 年「中国女性社会地位調査」のデータより作成 
図 3-18 中国・都市部 0 歳～6 歳児を持つ女性の就業率 
 
『中国女性社会地位調査』のデータからみると，中国の都市部では，1990 年から 2010
年まで，0～6 歳の子どもを持つ女性の就業率は低下しつつある。0 歳～3 歳児を持つ女性の
就業率は 1990 年の 91.4%から 2010 年の 59.8%までに下がった。4 歳～6 歳児を持つ女性








する割合は 1990 年から 2010 年前に 5.1%を上昇している。また，男性の両親が子どもの世
話をする割合は女性の両親より高いことが分かる。ベビーシッターが昼間に主に 3 歳未満
の子どもの世話をする割合は 3%未満，託児所・幼稚園に子どもを預ける割合は 1990 年～








表 3-5 中国・「末子が 3 歳になるまで昼間に主な世話者」（2010） 
                                      単位：% 
地域別 調査時末
子の年齢 




都市部 0~10 歳 46.3 27.6 18.0 2.5 0.9 
11~20 歳 49.3 24.2 16.3 2.8 2.6 
農村部 0~10 歳 70.3 18.9 4.3 0.3 0.1 












                                                   
8 この項目は年度別ではなく、調査時子どもの年齢区分を使用している。末子が 0～10 歳の場合は 2000
～2010 年、末子が 11～20 歳の場合は 1990～2000 年とする。 
 69 
 
表 3-6 中国・70 歳以下の高齢者の育児参加状況（2010 年） 
単位：% 
項目 都市 農村 
平均 男性 女性 平均 男性 女性 
まったくしない 15.5 15.5 15.5 15.9 18.0 13.1 
少ない 29.8 34.3 24.8 30.7 40.5 17.6 
約半分 30.2 38.6 20.8 29.5 29.6 29.4 
大部分 15.5 9.2 22.6 17.3 8.2 29.4 
全部 9.0 2.4 16.4 6.6 3.7 10.4 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
















表 3-7 日本と中国親族サポートの比較 
 日本 中国 
親の協力度 低 高 
女性の定年年齢 60 歳 50 歳（幹部女性 55 歳） 
親との同居比率 三世代同居比率は低下傾向 
1985 年 36.0%➔2005 年 15.4% 
3 人以上世帯における三世代同居比率
が 23.9%（都市部）～34.8%（農村部） 
夫の協力度 低 低 
男性長時間労働の割合 39.6% 39.8% 
女性長時労働者の割合 14.7% 34.9% 
妻の平均家事時間 4.4 時間 1.9 時間 
夫の平均家事時間 1.0 時間 1.13 時間（天津市）0.82 時間（大連市） 
出所：「子育てと仕事の狭間にいる女性たち―JILPT 子育て世帯全国調査 2011 の再分析」P45 より作成 
                                                   
9 厚生労働省「第 3 回 21 世紀出生児縦断調査」2003 年度 
 70 
 
第 4 章 中国における子育て支援体制の現状と課題 




1951 年 10 月に，「学制改革につての決定」の実施を発表し，「幼児教育を実施する組織は
幼児園である」ことを明確に規定している。一方，1951 年の「中華人民共和国労働保険条


























布し，主に 2 段階に分けられ，幼児の成長の年齢的特徴に注目し，さらに一歩進んで 保育
                                                   








階の乳幼児保育・教育を提供した。さらに，70 年代末から 80 年代初めにかけて，小学校に
付設される就学前クラスが出現し，就学前クラスは一般に給食サービスは提供せず，午前
もしくは午後に幼児がクラスに通う方式である。その後，1996 年には，教育部は正式に『幼






された，3 歳未満児 (2 歳半からの場合が多い) は「託児クラス」として，「幼児園」に併設








である(一見，2003)。最近の動向では，2010 年 7 月，中国政府が「国家中長期教育改革と
発展計画綱要（2010-2020）」を公布し，「基本的に就学前教育を普及させる」ことを打ち出
し，2020 年までに就学前 1 年の粗入園率を 95%に，就学前 3 年の粗入園率 70%にすること
を求めている。同時に，就学前教育について専門の項目を設け，今後 10 年の就学前教育発






2010 年 12 月，中国の国務院は全国就学前教育業務テレビ電話会議を開催し，綱要などの



















た。特に 1947〜1949 年の団塊世代（第 1 次ベビーブーム）の誕生はこれに拍車をかけた。
その後，1951 年児童福祉法の改正で，保育所の定義規定である第 39 条に，制定当時には
なかった「保育に欠ける」の字句が挿入された。この改正を受け，児童福祉法施行令では










中国では，1946 年まで，幼児園は 1301 ヶ所であり，うち 768 の幼児園は小学校に付属
され，在園児童は約 13 万人である。この時期の入園児童の多くは資本家や上流階層の家庭
の子どもである。新中国成立に伴い，一連の政策の実施により，工鉱，企業などが設立し
た幼児園の数が急増し，幼児園の数は 1956 年の 2500 ヶ所から，1957 年に約 3400 ヶ所に
増加した。1958 年から 1960 年までは「大躍進」の時期であり，幼児園経営方針は量的拡
大と寄宿制を中心になっている。1965 年，全国の幼児園数は 1.92 万か所であり，在園児童










                                   単位：千ヶ所 
 
出所：中国教育統計年鑑のデータより作成 






る。民営形態の私立幼児園が 1980 年代を始め，2012 年では，民営幼稚園は全国で 12 万ヶ
所，在園児童数は約 1850 万人に達している。国営形態の中でも国有企業による幼児園経営
は後退した。幼児園の総数を見ると，2013 年まで，全国幼児園 19.9 万か所，うち国営幼児
園は.5 万か所である。特に，都市部における国営幼児園非常に少なく，1.5 万か所である。
また，幼児園の数は 1997 年の 106738 ヵ所から 2010 年の 15077 ヵ所になり，86%減少し
た。「中国学前教育統計公報」によると，2015 年現在，中国における幼児園数は 22.37 万所









                                      単位：万人 
 
      出所：中国教育統計年鑑のデータより作成 
図 4-3 中国・3 歳未満児童の在園数 
 
一方，日本では，1948 年の児童福祉法施行当時，保育所は 1476 ヵ所であり，入所児童
数は 135503 であった。この時期は，必需的就労に就く被保護者，低所得者が利用者の中心
であった。その後，急速な経済成長や女性就労の増大などを背景に，経済要件が緩和され，




歳以上児はほとんど）が保育所または幼稚園に入所，3 歳未満児（0~2 歳児）の約 3 割は保
育所に入所している。 
 
表 4-1 日本における就学前教育・保育の実施状況（2013 年） 
年齢区分 幼稚園在園者数 幼稚園就園率 保育所在所児童 保育所入所率 該当年齢人口 
0~2 歳児 0 人 0.0% 828 万人 26.2% 315.5 万人 
3~5 歳児 158.5 万人 49.7% 139.2 万人 43.7% 318.7 万人 






出所：「保育所等関連状況取りまとめ（平成 27 年４月１日）」により作成 







表 4-2 日本・保育の取り組みの現状 
 事業内容 実績 
認可保育所 日中就労等している保護者に代わって，保育に欠け
る乳幼児を保育する施設（原則として，開所時間 11
時間，保育時間 8 時間，開所日数約 300 日） 
23711 ヶ所 
利用児童：218 万人 




夜間保育事業 22 時頃までの夜間保育を行う事業 
（開所時間は概ね 11 時間） 
78 ヶ所 
特定保育事業 パート就労等により保護者が保育できない場合に，
























表 4-3 中国における各幼児園の等級 
都市 等級 
北京市 一級 二級 三級 
一類 二類 三類 一類 二類 三類 一類 二類 三類 
上海市 市模範園 市一級 市二級 未定級 
重慶市 一級 二級 三級 
成都市 一級一等 一級二等 三級 四級 
杭州市 特級 甲等 已等 丙級 丁級 
広州市 省一級園 市一級園 区一級園 未評価 
青島市 実験，模範，特色 一類 二類 三類 
南京市 省模範園 市模範園 市良質 市標準 市一般 
無錫市 市模範園 市一類園 市二類園 農村一類 市合格 農村二
類 
農村合格 
蘇州市 省模範園 市模範園 一類 二類 三類 
長沙市 省模範園 市模範園 区模範園 標準園 
石家庄 省模範園 一類 二類 三類 
南昌市 省模範園 一級 二級 三級 
太原市 五つ星園 四つ星園 三つ星 二つ星 一つ星 























料金 北京市の場合，  
 公立幼稚園：1 人／1 カ月 600～1000 元程度 
 私立幼稚園：1 人／1 カ月 1200～2800 元程度 
利用状況 幼稚園数 15 万カ所， 
幼稚園の在学園児 2976 万人 
入園率 56.6％（2010 年中国教育事業発展統計公報） 
3 歳未満児の保育 
サービスの利用割合 
北京 3 歳未満児の入園率は 21％ 
（婦女緑皮書：2006～ 2007 年中国性別平等と婦女発展報告） 









いない。北京市の場合では，公立幼稚園は月に 600 元～1000 元程度であり，私立幼稚園は
















道府県，市町村が 4 分の 1，国が 2 分の 1，都道府県が 4 分の 1 を負担している。また，私
立保育所の施設整備費・運営費については，運営者が 4 分の 1，国が 2 分の 1，都道府県が










役割を担っている。「保育士」は，児童福祉法第 18 条の 4 で「保育士とは，第 18 条の 18
第 1 項の登録を受け，保育士の名称を用いて，専門的知識及び技術をもって，児童の保育
及び児童の保護者に対する保育に関する指導を行うことを業とする者をいう」と定義され





大など指定養成施設を卒業した者，また 2 年以上在学し，62 単位以上取得した者，高校卒
業者またはそれと同等の資格を有する者の児童福祉施設で 2 年以上従事した者，児童福祉
施設に 5 年以上従事した中学卒業者である。保育士登録者数は，2014 年 4 月現在，124.6 万
人で，認可保育所の保育士数（常勤換算保育士数・除く施設長）は 35.6 万人（2013 年・社
会福祉施設等調査）である。（池本，2015）また，入所児童への保育者の配置については，
従来の基準が変更され，乳児の場合は乳児 3 名に保育士 1 名であり，3 歳未満は 6 名に保育








出所：厚生労働省「保育士等に関する関係資料」第３回保育士等確保対策検討会参考資料１ 2015 年 























                                                   










出所：「中国学前教育公報」1994 年～2015 年のデータより作成 






究者崔（崔，2010）は全国 31 の地域の幼児教育レベルを調査し，地域を類型化し，4 つの
グループに分類した。最も発展レベルが高いのは第一グループの上海市と北京市であり，
次に第二グループの天津市，遼寧省，江蘇省，浙江省である。第三と第四グループは残り
の地域であり，全国の 80.7%を占めている。特に，中国の内陸である中部と西部の 20 の地
域において，幼児園の入園率，子どもと保育者の比率，保育者の学歴などは上海と北京よ
りかなり遅れている（劉海紅：2014）。また，北京，上海の園児数対教師数は 14 であり，
II 類地域の園児数対教師数は 25 である。I 類地域と比べて大きい差があるが，全国の平均
値より 4.54%低いことがわかる。III 類地域の園児数対教師数は全国の平均値と同じレベル
























出所：中国教育統計年鑑 2008 （崔，2010） 
             図 4-8 中国・地域類型別園児数対教師数 
 
一方，中国では教育への財政投資は地方政府の責任とされているため，地域間の財政力
格差を反映して教育経費支出の格差は大きいである。図 20 に示すように，4 類地域の教育
経費支出対 GDP の差は大きくないが，支出金額の差は大きいである。I 類地域の投入金額









出所：中国教育統計年鑑 2008 （崔，2010） 




在が社会問題となっている。入所待機児童は，2013 年 4 月現在，全国で 2 万 2741 人とな
っており，特に都市部を中心に大きな問題になっている。また，入所待機児童の 82%は，







成都，鄭州の 9 都市における，3 割以上の住民は「入園難」の問題は非常に顕著であると回
答した。北京市では 5 割以上の住民は「入園難」の問題があると回答した。さらに，近年，
富裕層家庭の保育ニーズを満足するため，設備や教育内容が豊富な高級幼児園（貴族幼児










第 2 節 子育ての経済的支援と育児休暇制度 
1. 出産・育児の経済的支援 
 日本では，出産すると，健康保険法に基づく医療保健給付の一部として，健康保険から




ついて，3 歳未満の場合は出生順位にかかわらず月額 1.5 万円，3 歳以上については，小学
校終了時まで，第 1 子，第 2 子には月額 1 万円，第 3 子以降は月額 1.5 万円が支給される。 
 







0～3 歳未満 一律 15000 円 
3 歳～小学校終了まで 第 1 子，第 2 子 10000 円第 3 子以降 15000 円 
中学生 一律 10000 円 
所得制限以上 一律 5000 円（当分の間の特例給付） 
所得制限 所得限度額（年収ベース）・960 万円未満 
受給資格者 監護生計要件を満たす父母等，児童が施設に入所している場合は施設の設置者等 
実施主体 市区町村（法定受託事務），公務員は所属庁で実施 
支配期月 毎年 2 月，6 月，10 月（各前月までの分を支払い） 
財源 児童手当等の財源については，国，地方（都道府県，市区町村），事業主処金 















表 4-7 日本と中国・子育てに関する公的支援制度の比較 
 日本 中国 
充実度 高 低 
産前産後休暇制度 ①産前 6週間産後 8週間，給与の 50%
支給②勤務 1 年以上の雇用保険加入
者に適用 
①産前 15日産後 75日，合計 90日，給与
の 80%支給 ②生育保険に加入している
全女性雇用者に適応 















法制化されている。産休の標準的日数は，日本は 14 週間であり，中国は 12 週間である。








表 4-8 中国の主な地域の出産休暇日数 
地域 結婚休暇 出産(生育)休暇 配偶者の育児休暇 
北京市 10 日 128 日(法廷日数+30 日) 15 日 
天津市 3 日 128 日(法廷日数+30 日) 7 日 
山西省 30 日 158 日(法廷日数＋60 日) 15 日 
遼寧省 10 日 158 日(法廷日数＋60 日) 15 日 
上海市 10 日 128 日(法廷日数+30 日) 10 日 
浙江省 3 日 128 日(法廷日数+30 日) 15 日 
安徽(省 3 日 158 日(法定日数＋60 日) 10 日 
山東省 3 日 158 日(法定日数＋60 日) 7 日 
湖北省 3 日 128 日(法定日数＋30 日) 15 日 
広東省 3 日 128 日(法定日数＋30 日) 15 日 
広西省 3 日 148 日(法定日数＋50 日) 25 日 
四川省 3 日 158 日(法定日数＋60 日) 20 日 
出所：中国国家衛生・計画出産委員会，各地方政府ウェブサイト 





機を迎えた。中国では，2016 年 1 月に「一人っ子政策」の撤廃により，すべての夫婦に二
人目の子どもを持つことが認められるようになった。国の政策転換14を受け，各地方政府は
規定を改定し，「晩婚・晩産休暇」を廃止するとともに，出産優遇措置をとり始めた。例え
ば，北京市，上海市では 7 日間(結婚休暇とあわせて 10 日間)，広東省では 10 日間(同 13 日
間)の「晩婚休暇」が，北京市，上海市，広東省では 30 日間，山東省では 60 日間の「晩産
休暇」が労働者に付与される。また，男性の「出産介護休暇」 (育児休暇，出産付添休暇)
について，妻の出産年齢などの条件を外し，付与日数を増やす改定も行われている。上海

























                                                   









































日本では，合計特殊出生率の減少は 1950 年代から始まり，1971 年から 1974 年までの
第 2 次ベビーブームを終えた頃から，少子化現象として確実に見られるようになった。ま
た，「1 . 57 ショック」と騒がれた 1989 年以降，少子化は大きな社会問題となった。中国の
 87 
 
人口センサス調査に基づいた計算によると，2000 年，2005 年，2010 年の合計特殊出生率
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SciencePortal China 中国統計年鑑 2011 年版 
http://www.spc.jst.go.jp/statistics/stats2011/index.html 
SciencePortal China 中国統計年鑑 2010 年版 
http://www.spc.jst.go.jp/statistics/stats2010/index.html 
SciencePortal China 中国統計年鑑 2009 年版 
http://www.spc.jst.go.jp/statistics/stats2009/index.html 
SciencePortal China 中国教育統計年鑑 2012 年版 
http://www.spc.jst.go.jp/statistics/edustats2012/index.html 
SciencePortal China 中国教育統計年鑑 2011 年版 
http://www.spc.jst.go.jp/statistics/edustats2011/index.html 
SciencePortal China 中国教育統計年鑑 2010 年版 
http://www.spc.jst.go.jp/statistics/edustats2010/index.html 
SciencePortal China 中国教育統計年鑑 2009 年版 
http://www.spc.jst.go.jp/statistics/edustats2009/index.html 
中華人民共和国民生部 2015 年社会服務発展統計公報 
http://www.mca.gov.cn/article/sj/tjgb/201607/20160700001136.shtml 
中華人民共和国民生部 2014 年社会服務発展統計公報 
http://www.mca.gov.cn/article/zwgk/mzyw/201506/20150600832371.shtml 
中華人民共和国民生部 2013 年社会服務発展統計公報 
http://www.mca.ov.cn/article/zwgk/mzyw/201406/20140600654488.shtml 
中華人民共和国民生部 2012 年社会服務発展統計公報 
http://www.mca.gov.cn/article/sj/tjgb/201306/201306004747469.shtml 
中華人民共和国民生部 2011 年社会服務発展統計公報 
http://www.mca.gov.cn/article/sj/tjgb/201210/201210003625989.shtml 
中華人民共和国民生部 2010 年社会服務発展統計公報 
http://www.mca.gov.cn/article/zwgk/mzyw/201106/20110600161364.shtml 














中華人民共和国国家統計局 第四次全国人口普查公報（第 1 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/200204/t20020404_30320.html 
中華人民共和国国家統計局 第四次全国人口普查公報（第 2 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/200204/t20020404_30321.html 
中華人民共和国国家統計局 第四次全国人口普查公報（第 3 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/200204/t20020404_30322.html 
中華人民共和国国家統計局 第四次全国人口普查公報（第 4 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/200204/t20020404_30323.html 
中華人民共和国国家統計局 第四次全国人口普查公報（第 5 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/200204/t20020404_30324.html 
中華人民共和国国家統計局 第五次全国人口普查公報（第 1 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/200203/t20020331_30314.html 
中華人民共和国国家統計局 第五次全国人口普查公報（第 2 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/200203/t20020331_30315.html 
中華人民共和国国家統計局 第六次全国人口普查公報（第 1 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/201104/t20110428_30327.html 
中華人民共和国国家統計局 第六次全国人口普查公報（第 2 号） 
http://www.stats.gov.cn/tjsj/tjgb/rkpcgb/qgrkpcgb/201104/t20110429_30328.html 
中華人民共和国国家衛生和計画生育委員会 流动人口发展報告 (2016)内容概要 
http://www.nhfpc.gov.cn/xcs/s3574/201610/58881fa502e5481082eb9b34331e3eb2.shtml 
内閣府男女共同参画局 平成 26 年版男女共同参画白書 概要版  
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h26/gaiyou/index.html 
厚生労働省 「平成 25 年版厚生労働白書－若者の意識を探る」 
http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/13/ 




総務省 平成 23 年社会生活基本調査 
http://www.stat.go.jp/data/shakai/2011/ 
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